
平成２７年分贈与税の申告書 （住宅取得等資金の非課税の計算明細書）
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次の住宅取得等資金の非課税の適用を受ける人は、 □の中にレ印を記入してください。 

 □  私は、租税特別措置法第70条の２第１項の規定による住宅取得等資金の非課税の適用を受けます。（注１）

贈与者の住所・氏名（フリガナ）

申告者との続柄・生年月日

贈与者の住所・氏名（フリガナ）

申告者との続柄・生年月日

取得した財産の所在場所等

取得した財産の所在場所等

新築･取得･増改築等
に係る契約年月日

住宅取得等資金を取得した年月日

住宅取得等資金の金額

住宅取得等資金を取得した年月日

住宅取得等資金の金額

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

務
署 受

付

印

（単位：円）

受贈者の氏名

非課税限度額 （注２）

㉚のうち非課税の適用を受ける金額

㉛のうち非課税の適用を受ける金額

㉚のうち課税価格に算入される金額  （㉚－33）

非課税の適用を受ける金額の合計額  （33＋34）
（32の金額を限度とします。） 　

㉚に係る贈与者の「財産の価額」欄（申告書第一表又は第二表）にこの金額を
転記します。 

㉛のうち課税価格に算入される金額  （㉛－34）

（ ）

（ ）
㉛に係る贈与者の「財産の価額」欄（申告書第一表又は第二表）にこの金額を
転記します。 

　36又は37に金額の記載がある場合における申告書第一表又は第二表の贈与者又は特定贈与者の 「住所・氏名 （フリガナ）・申告者との

続柄・生年月日」 欄の記載は、 36又は37の金額に係る贈与者又は特定贈与者の 「氏名 （フリガナ）」 のみとして差し支えありません。

　住宅取得等資金の非課税の適用を受ける人で、 平成27年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告書を提出した人は次の欄を記入し、 

提出していない人は合計所得金額を明らかにする書類を贈与税の申告書に添付する必要があります。

　非課税限度額は、住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等に係る契約を締結した日及び住宅用の家屋の種類に応じて次のとおりとなります。

※ 「省エネ等住宅」とは、一定の省エネルギー性、耐震性又はバリアフリー性を満たす住宅用の家屋であることにつき、租税特別措置法

　施行令第40条の４の２第７項の規定により証明がされたものをいいます。

（注１）

（注２）
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を
受
け
る
金
額
の
計
算

贈
与
者
別
の
非
課
税
の
適
用

算
入
さ
れ
る
金
額
の
計
算

贈
与
税
の
課
税
価
格
に

（直系尊属）

㉚

㉛

32

33

34

35

36

37

※ 税務署整理欄 整理番号

※印欄には記入しないでください。  （資５−10−１−３−Ａ４統一）（平27．10）

名簿 確認

所得税及び復興特別所得税の確定申告書を提出した年月日

〜平成27年12月31日 平成28年１月１日〜平成28年３月15日

種

類

省 エ ネ 等 住 宅（※）

上 記 以 外 の 住 宅

1,500万円

1,000万円

1,200万円

700万円

・ ・ 提出した税務署 税務署

T869　国税庁　H27年分　贈与税の申告書　第一表の二（システム開発用）■紫　■マゼンタ　■オレンジ　■スミ　KD.CC.106.20151110

新築 ･ 取得 ･ 増改築等に係る契約年月日

フ
リ
ガ
ナ

フ
リ
ガ
ナ

明治1、大正2、昭和3、平成4

明治1、大正2、昭和3、平成4

住宅取得等資金の合計額

住宅取得等資金の合計額

住　所

氏　名

住　所

氏　名



平成２７年分贈与税の申告書 （住宅取得等資金の非課税の計算明細書）
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贈与者の住所・氏名（フリガナ）

申告者との続柄・生年月日

贈与者の住所・氏名（フリガナ）

申告者との続柄・生年月日

取得した財産の所在場所等

取得した財産の所在場所等

新築･取得･増改築等
に係る契約年月日

住宅取得等資金を取得した年月日

住宅取得等資金の金額

住宅取得等資金を取得した年月日

住宅取得等資金の金額

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

務
署 受

付

印

（単位：円）

受贈者の氏名

非課税限度額 （注２）

㉚のうち非課税の適用を受ける金額

㉛のうち非課税の適用を受ける金額

㉚のうち課税価格に算入される金額  （㉚－33）

非課税の適用を受ける金額の合計額  （33＋34）
（32の金額を限度とします。） 　

㉚に係る贈与者の「財産の価額」欄（申告書第一表又は第二表）にこの金額を
転記します。 

㉛のうち課税価格に算入される金額  （㉛－34）

（ ）

（ ）
㉛に係る贈与者の「財産の価額」欄（申告書第一表又は第二表）にこの金額を
転記します。 

　36又は37に金額の記載がある場合における申告書第一表又は第二表の贈与者又は特定贈与者の 「住所・氏名 （フリガナ）・申告者との

続柄・生年月日」 欄の記載は、 36又は37の金額に係る贈与者又は特定贈与者の 「氏名 （フリガナ）」 のみとして差し支えありません。

　住宅取得等資金の非課税の適用を受ける人で、 平成27年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告書を提出した人は次の欄を記入し、 

提出していない人は合計所得金額を明らかにする書類を贈与税の申告書に添付する必要があります。

　非課税限度額は、住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等に係る契約を締結した日及び住宅用の家屋の種類に応じて次のとおりとなります。

※ 「省エネ等住宅」とは、一定の省エネルギー性、耐震性又はバリアフリー性を満たす住宅用の家屋であることにつき、租税特別措置法

　施行令第40条の４の２第７項の規定により証明がされたものをいいます。

（注１）

（注２）
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 （資５−10−１−４−Ａ４統一）（平27．10）

所得税及び復興特別所得税の確定申告書を提出した年月日

〜平成27年12月31日 平成28年１月１日〜平成28年３月15日

種

類

省 エ ネ 等 住 宅（※）

上 記 以 外 の 住 宅

1,500万円

1,000万円

1,200万円

700万円

・ ・ 提出した税務署 税務署

T869　国税庁　H27年分　贈与税の申告書　第一表の二（システム開発用）控　■セピア　KD.CC.106.20151110

新築 ･ 取得 ･ 増改築等に係る契約年月日

フ
リ
ガ
ナ

フ
リ
ガ
ナ

次の住宅取得等資金の非課税の適用を受ける人は、 □の中にレ印を記入してください。 

 □  私は、租税特別措置法第70条の２第１項の規定による住宅取得等資金の非課税の適用を受けます。（注１）

住　所

氏　名

住　所

氏　名

明治1、大正2、昭和3、平成4

明治1、大正2、昭和3、平成4

住宅取得等資金の合計額

住宅取得等資金の合計額


